
災害時等における宿泊施設の提供等に関する協定書 

 

 伊達市 (以下｢甲｣という。)と福島県旅館ホテル生活衛生同業組合保原支部(以下｢乙｣とい

う。)は、地震・風水害その他の災害又は武力攻撃事態等(以下｢災害等｣という。)の発生時に

おける高齢者等の特段の配慮が必要な方への宿泊施設、入浴及び食事の提供等(以下｢宿泊施

設の提供等｣という。)に関する協定を次のとおり締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害等発生時又は水害に備えた早期避難時において、高齢者等特段の

配慮が必要な方の避難を甲が速やかに実施するため、乙の甲に対する協力に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、災害等発生時において、特段の配慮が必要な方の避難所の確保及び速やかな

避難について、乙に対し、協力を要請することができる。 

２ 甲の要請の方法は、乙に対し、次に掲げる事項を記載した協力要請書(様式１)をもって

行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話、ＦＡＸ等により要請し、事後速や

かに文書を送付するものとする。 

 （１） 要請を行った者の職・氏名及び担当者の職・氏名 

 （２） 要請理由 

 （３） 要請内容 

 （４） 履行の場所 

 （５） 履行の期日又は期間 

 （６） その他必要な事項 

 

（要請する業務の範囲） 

第３条 前条の規定による要請に基づき、乙が実施する業務の範囲は、概ね次に掲げるもの

とする。ただし、これにより難い場合は、甲乙協議の上別途定めるものとする。 

 （１） 乙の組合員(又は乙)が所有する宿泊施設への宿泊、入浴及び食事の提供 

 （２） 前号の業務を実施するにあたっての空室等の状況の把握及び調整 

 （３） その他必要とする事項 

２ 宿泊施設等への入所者に対する健康状態のモニタリング、体調管理、発熱や咳の症状が

出た方への対応等は、甲が当該宿泊施設等へ職員等を派遣し実施するものとする。ただし、

これにより難い場合は甲乙協議の上別途定めるものとする。 

 

（実施） 

第４条 乙は、甲から第２条の規定による協力の要請を受けたときは、要請事項を実施する

ための措置を速やかにとるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により業務を実施した場合は、甲に対し、その状況を次に掲げる事項

を記載した業務実施報告書(様式２)により報告するものとする。ただし、緊急を要する場

合は、電話、ＦＡＸ等により報告し、事後速やかに文書を提出するものとする。 



 （１） 履行の場所 

 （２） 受入人数、提供部屋数、食事その他の履行内容 

 （３） 履行の期日及び期間 

 （４） その他必要な事項 

 

（受入対象者） 

第５条 宿泊施設等への受入対象とする特段の配慮が必要な方とは、次のとおりとする。 

 （１） 高齢者や妊婦、障がい者等の避難行動要支援者及び避難所等での生活が困難な方

で、甲が必要と認めた方 

 （２） その他上記（１）に規定する方の家族等甲が必要と認めた方 

 

（受入対象期間） 

第６条 宿泊施設等への受入対象期間は、原則として、甲による避難準備・高齢者等避難開

始の指示を契機として、宿泊施設等へ第５条に規定する受入対象者が入所した日から退所

する日までの間とする。ただし、これにより難い場合は甲乙協議の上別途定めるものとす

る。 

 

（宿泊施設等への対象者の割振り） 

第７条 宿泊施設等への対象者の割振りは甲が行うものとする。 

２ 甲は、前項の割振りを災害等発生後速やかに行えるよう、受入施設、受入可能人数、受

入手順等について、事前に乙との連絡調整を行うものとする。 

 

（経費） 

第８条 甲は、第３条の規定により乙が実施した業務に係る経費(以下｢経費｣という。)を負

担するものとする。 

２ 前項の規定により甲が負担する経費は、次のとおりとする。 

 （１） １泊３食の場合 

     １人あたり7,000円(消費税・入湯税別) 

 （２） １泊食事なしの場合 

     １人あたり5,840円(消費税・入湯税別) 

 

（受入実績の報告と経費の請求） 

第９条 乙は、業務が完了したときは、速やかに次に掲げる事項を記載した受入実績報告書

(様式３)を甲に提出するとともに、請求書により甲に対して経費を請求するものとする。 

 （１） 氏名、性別及び年齢 

 （２） 住所 

 （３） 宿泊期間及び泊数 

 （４） 金額 

 （５） 対象者の要件(上記第５条) 

 （６） 特記事項 

  

 



（経費の支払い） 

第10条 甲は、前条の規定により乙から経費の請求があった場合は、請求書を収受した日か

ら15日以内に支払うものとする。 

 

（連絡調整体制の整備） 

第11条 甲及び乙は、災害等発生時における円滑な協力体制が図られるよう、平時から受入

に関する連絡調整体制の整備に努めるものとする。 

 

（その他） 

第 12 条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関し疑義や変更が生じた

場合は、甲乙協議の上決定するものとする。 

  

（協定の有効期間・解除） 

第13条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日

から１か月前までに、甲乙いずれからも文書による協定解除の意思表示がないときは、更

新されたものとし、その後においても同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書を２部作成し、甲乙記名押印の上、各自その１部を保

有する。 

 

 令和２年８月１８日 

 

 

甲 福島県伊達市保原町字舟橋１８０番地          

福島県伊達市                     

 

伊達市長  須 田  博 行                

 

 

 

乙 福島県伊達市霊山町掛田字新町１２番地 

               福島県旅館ホテル生活衛生同業組合保原支部 

               支部長 すゞきや旅館  

 

館 主   佐 藤  義 明 

                           


